
 

 

令和７年度版 

おきなわ農林水産物県外出荷促進事業 

（北部・離島地域振興）補助金 

交付申請の手引き 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

宮古島市 

沖縄県農林水産部 流通・加工推進課 
 



 

 

北部市町村及び離島市町村が定める地域特産物を域外へ出荷する際の生産者の負担を軽減するた

め、出荷団体が域外出荷する際の輸送費の一部を補助する。 

 

 

本補助金の交付申請できる者は、次に掲げる団体のうち、当該団体又はその構成員が地域特産物の

出荷を行い、かつ、市町村内に出荷等の拠点を有する団体とする。 

 

ア 農業協同組合法に規定する農業協同組合又は農事組合法人 

 

イ 水産業協同組合法に規定する漁業協同組合、漁業協同組合連合会又は漁業生産組合 

 

ウ 森林組合法に規定する森林組合又は森林組合連合会 

 

エ  中小企業等協同組合法及び中小企業団体の組織に関する法律に規定する組合等   

（例：事業協同組合、企業組合、協業組合等） 

 

オ  農林漁業者等の組織する団体 

（１）農地法に規定する農地所有適格法人のうち、農地法第６条の報告を行っているもので、次の

①又は②を満たすもの。 

① 家計を別にする農家３戸以上が株主又は社員となっていること。 

② 家計を別にする常時雇用者を３名以上雇用していること。 

 

（２）農林漁業を営む者の組織する団体のうち、次の①から⑤の全てを満たすもの 

① 規約等に代表者、組織及び運営についての定めがあること。 

② 規約等に構成員が生産した農林水産物を共同出荷する事業についての定めがあること。 

③ 家計を別にする農林漁業従事者３戸以上が構成員となっていること。 

④ 構成員のすべてが、直近１年間において確定申告を行っていること。 

⑤ 農林漁業従事者である構成員の３戸以上が、業種別に以下の要件を満たすこと。ただし、

新規就業者においてはこの限りではない。 

【農業】 

・市町村において農地基本台帳に登録されている者 

・直近１年間における確定申告において、農産物の販売金額が50万円以上である者 

【漁業】 

・沖縄県知事から漁船登録を受けた漁船又は市町村内に地域特産物に係る養殖施設を所

有又は使用して事業を行っている者 

・直近１年間における確定申告において、漁獲物及び収穫物の販売金額が50万円以上で

ある者 

【畜産業】 

・市町村内に地域特産物に係る飼養施設を所有又は使用して事業を行っている者 

・直近１年間における確定申告において、畜産物の販売金額が50万円以上である者 

【林業】 

・市町村内に地域特産物に係る生産施設を所有又は使用して事業を行っている者 

・直近１年間における確定申告において、林産物の販売金額が50万円以上である者カ 

その他、知事が認める団体 

１ 事業目的 

２ 補助対象者 



 

カ  知事の認める団体 

地域特産物を販売する法人で、次の①、②を満たすもの。 

①市町村内の農林漁業従事者３戸以上と契約し、仕入れを行っている者。 

②家計を別にする常時雇用者を３名以上雇用していること。 

 
※ おきなわ農林水産物県外出荷促進事業（県外出荷促進）と重複申請することは出来ません。 

 
 

 

（１）補助対象事業者名義の口座を保有していること。 

（２）団体の運営が適切に行われており、管理運営体制が整備され、本事務の円滑な実施に支障を

生じるおそれがないこと。 

（３）経理その他の事務について適切な管理体制及び処理能力を有する団体であって、定款、役員

名簿、団体の事業計画書・報告書、収支決算書、品目別出荷量に関する帳簿等（これらの定めの

ない団体にあってはこれに準ずるもの）を備えていること。 

（４）過去に補助金等の不正使用等事案がないこと。 

（５）その他、事業実施上の問題がないこと。 
 

 

 

補助の対象となるのは、県内で生産された農林水産物（水産物については県内で水揚げされたもの）

のうち市町村が定める品目及びその一次加工品（地域特産物）になります。 

※一次加工品とは、市町村が定めた県産農林水産物を当該市町村内で加工し、飲食料品の原料又は

材料として販売するものをいいます。 

〈補助対象品目例〉 

区分 対象区分 個 別 品 目 

野菜 

青果物 

さやいんげん、ゴーヤー、レタス、スイートコーン、ばれいしょ、さといも、オ

クラ、かぼちゃ、とうがん、すいか、メロン、にんじん、ピーマン、島らっきょ

う、トマト、ミニトマト、きゅうり、キャベツ、モロヘイヤ、バジル、野菜パパ

イヤ、枝豆、その他の野菜 

果樹 

マンゴー、パパイヤ、中晩柑類（タンカン等）、パッションフルーツ、シークヮ

サー、パインアップル、アセローラ、びわ、アテモヤ、スターフルーツ、ドラゴ

ンフルーツ、温州みかん、その他の果樹類 

その他の

農産物等 

かんしょ（※１）、薬用作物類、ハーブ類、その他の地域特産物 

リュウキュウマツ等県産材、特用林産物（きのこ類等） 

花き 花き 

輪ぎく、小ぎく、スプレーギク、洋ラン、トルコギキョウ、ストレリチア、ヘリ

コニア、レッドジンジャー、ソリダコ、切り葉、観葉鉢物、球根切り花類、その

他の花き類 

畜産物 畜産物 牛肉類（※２）、豚肉類、鶏肉類、その他の畜産物 

水産物 
鮮魚等 

エビ類（クルマエビ）、スギ、ハタ類（ヤイトハタ）、海ぶどう（クビレズタ）、

アーサ（ヒトエグサ）、マグロ類、カジキ類、イカ類（ソデイカ）、カツオ類、

その他の沖縄県内で水揚げされるモズク以外の水産物 

モズク モズク（※３） 

３ 補助対象者の要件 【（１）～（５）の全て】 

４ 補助対象品目 



 この県産農林水産物は、主たる品目を例示する物である。また、単に切断した物や冷凍・解凍した物は、

この要綱で定める県産農林水産物に含まれるものとする。ただし、次の掲げるものは適用を除外するも

のとする。 

 １ 米及びサトウキビ 

 ２ 法令において栽培等の許可が必要であり、一般の販売が禁止されている県産農林水産物 

 ３ 食品表示法で定める加工品（ただし、第2条第3項で定める「一次加工品」を除く。） 

 ４ 次に掲げる注意事項（※）は、この限りではない。 

   ※１ 「かんしょ」については、植物防疫法施行規則に基づき処理されたものを対象とする。 

   ※２ 「牛肉類」については、個体識別番号が確認できる12月齢以上の肉用牛で、かつ60日以

内に食用として処理されることが確認できる場合には、肉用牛として取り扱うものとする。 

   ※３ 「モズク」については、塩蔵されたモズクを含むものとする。 

 

 

 

補助の対象となる経費は、地域特産物を域外の卸売市場や小売業等の事業者へ出荷するのに要する

輸送費の全部又は一部になります。 

ただし、一部、対象外となるものがありますので、注意してください。 

 

※域外とは、離島市町村については、沖縄本島及び県外（北海道、本州、四国及び九州（鹿児島県

に属する離島を除く。）をいう。北部市町村については、県外をいう。 

 

＜対象外の例＞ 

・個人（消費者）への出荷（配送） 

・試供品等 

・出荷先へ送料を請求できる場合 

・輸送費相当分が別で収入がある場合 

・社内取引（出資関係図に示される完全支配関係があるグループ内企業間の取引） 

 

 

  

補助単価は、 以下（１）（２）のうち、低い方が補助単価となります。 

 

（１）年間輸送金額（税抜）÷年間県外出荷量（輸送重量）＝年平均輸送単価（実費単価） 

 ※小数点以下切り捨て 

（２）交付要綱に規定されている基準額（下表） 

 

※ 基準額の設定がない区間については、申請する市町村へお問い合わせください。 

６ 補助額 

５ 補助対象経費 



 

 

  

（１）事業実施期間 令和７年4月1日 ～ 令和８年3月31日 

（２）交付申請受付期間 令和７年６月２０日（金）9:00～ 令和７年7月1０日（木）17：00 

（３）補助適用期間 令和７年4月1日出荷分以降 

（４）補助金交付時期 原則として実績報告後（遂行状況報告で市町村による確認が済んだ実績分

について、補助事業者が希望する場合は補助金の一部を概算払い可） 

※市町村によって支払時期が異なりますので、申請する市町村にご確認く

ださい。 

 

  

（１）提出書類 交付申請書（第３号様式）および添付資料※１ 

            生産出荷計画（第２号様式） 

振込を希望する口座の通帳（写） 

 

（2）提出先 ①窓口にて提出：宮古島市役所 農政課 

            ※交付申請書と生産出荷計画はエクセルデータをメールで提出 

            ②メール提出：ns.enshin@city.miyakojima.lg.jp 

            ※原本提出が必要な書類（誓約書・共同企業体協定書）については 

窓口や郵送にて提出。 

  ③郵送で提出：〒906-8501 

                 沖縄県宮古島市平良字西里1140番地 

７ 事業スケジュール等 

８ 補助金交付手続き等 

mailto:ns.enshin@city.miyakojima.lg.jp


 

（３）問い合わせ先 宮古島市役所 農林水産部 農政課 担当：武島 

            電話番号：0980-79-7813 

 

 

※１ 交付申請書に添付する資料 

（１）履歴事項全部証明書（所得税法に基づく個人事業者であるときは、この限りでない。） 

（２）直近の税務申告書（受理が確認されるもの）及びその附属書類として次に掲げるもの 

   ・法人の場合：法人事業概況説明書等の写し及び出資関係図※２ 

   ・個人の場合：第一表及び事業所得の申告に附属する収支内訳書の写し 

（３）補助事業者履行義務誓約書  

（４）暴力団排除に関する誓約書  

（５）「オ 農林漁業者等の組織する団体」「カ 知事が認める団体」に該当する団体は、以下

を追加で添付。 

オ（１）①に該当する団体 ⇒ 農地所有適格法人報告書（写） 

オ（１）②に該当する団体 ⇒ 農地所有適格法人報告書（写）、健康保険・厚生年金保険被保

険者標準報酬決定通知書又は、被保険者縦覧照会回答票。 

オ（２）に該当する団体   ⇒ 協定書※３、別紙１、構成員全員の上記（１）～（４）。 

カに該当する団体      ⇒ 契約農家関係（契約書、契約農家一覧、耕作証明）、常時雇用

者関係（健康保険・厚生年金保険被保険者標準報酬決定通知書又

は、被保険者縦覧照会回答票。） 

（６）一次加工品を販売する団体は、当該市町村内で地域特産物を加工することを証明する書類

を添付。 

 

※２ 内国法人との間に完全支配関係がある法人のみ提出。 

※３ 協定書に ①代表者・組織及び運営についての定めがあること 

②構成員が生産した農林水産物の共同出荷を目的とすることの定めがあること。 

③作成日/施行日・適用日の記載があること。 

 

参考(生産出荷計画について) 

補助金の交付を申請するにあたり、農林水産物の生産出荷に係る計画（生産出荷計画）を作成

し提出する必要があります。地域特産物を域外へ出荷する際の輸送コストの負担軽減を図ること

で、地域特産物の生産及び出荷拡大を促進し、地域の農林水産業の活性化と事業者の自立的な経

営活動の確立を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

要領別記第３号様式

令 和 ● 年 ● 月 ● 日

市町村　殿

団体名 ●●組合　

所在地 ●●

代表者名 ●●　●●

１ 事業計画 別添のとおり

２ 交付を受けようとする補助金の額 金 82,760 円（内訳は別添）

３ 添付書類

おきなわ農林水産物県外出荷促進事業（北部・離島地域振興）
補助金交付申請書

　令和●年度において、下記のとおり補助金の交付を受けたいので、おきなわ農林水産物県外出
荷促進事業（北部・離島地域振興）補助金実施要領の規定に基づき申請します。

記

記入例（交付申請書） 



 

 

 

記入例 



 

 

  
記入例 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

記入例（生産出荷計画）・農林水産物 



 

記入例（生産出荷計画）・一次加工品 


